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根拠法令 

〇障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）抄 

（障害者基本計画等） 

第十一条 政府は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、障害者のための施策に関する基本的な計画(以下「障害者基本計画」という。)を策定しな

ければならない。 

２ 都道府県は、障害者基本計画を基本とするとともに、当該都道府県における障害者の状況等を踏

まえ、当該都道府県における障害者のための施策に関する基本的な計画(以下「都道府県障害者計画」

という。)を策定しなければならない。 

３ 市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町村における

障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画(以下「市

町村障害者計画」という。)を策定しなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、関係行政機関の長に協議するとともに、障害者政策委員会の意見を聴いて、障

害者基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

５ 都道府県は、都道府県障害者計画を策定するに当たつては、第三十六条第一項の合議制の機関の

意見を聴かなければならない。 

６ 市町村は、市町村障害者計画を策定するに当たつては、第三十六条第四項の合議制の機関を設置

している場合にあつてはその意見を、その他の場合にあつては障害者その他の関係者の意見を聴か

なければならない。 

７ 政府は、障害者基本計画を策定したときは、これを国会に報告するとともに、その要旨を公表し

なければならない。 

８ 第二項又は第三項の規定により都道府県障害者計画又は市町村障害者計画が策定されたときは、

都道府県知事又は市町村長は、これを当該都道府県の議会又は当該市町村の議会に報告するととも

に、その要旨を公表しなければならない。 

９ 第四項及び第七項の規定は障害者基本計画の変更について、第五項及び前項の規定は都道府県障

害者計画の変更について、第六項及び前項の規定は市町村障害者計画の変更について準用する。 

 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

（平成１７年法律第１２３号） 抄 

(基本指針) 障害者基本法 

第八十七条 厚生労働大臣は、障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活

支援事業の提供体制を整備し、自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための

基本的な指針(以下「基本指針」という。)を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本的事項 

二 障害福祉サービス、相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の確保

に係る目標に関する事項 

三 次条第一項に規定する市町村障害福祉計画及び第八十九条第一項に規定する都道府県障害福祉

計画の作成に関する事項 

四 その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するために必要な事項 

３ 基本指針は、児童福祉法第三十三条の十九第一項に規定する基本指針と一体のものとして作成す

ることができる。 

４ 厚生労働大臣は、基本指針の案を作成し、又は基本指針を変更しようとするときは、あらかじめ、

障害者等及びその家族その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

５ 厚生労働大臣は、障害者等の生活の実態、障害者等を取り巻く環境の変化その他の事情を勘案し

て必要があると認めるときは、速やかに基本指針を変更するものとする。 

６ 厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

参考資料 
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 (市町村障害福祉計画) 

第八十八条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基

づく業務の円滑な実施に関する計画(以下「市町村障害福祉計画」という。)を定めるものとする。 

２ 市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に関する事項 

二 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの

必要な量の見込み 

三 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

３ 市町村障害福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項について定める

よう努めるものとする。 

一 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必

要な見込量の確保のための方策 

二 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援及び同項第三号

の地域生活支援事業の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関、公共職業安定所その他の職業

リハビリテーションの措置を実施する機関その他の関係機関との連携に関する事項 

４ 市町村障害福祉計画は、当該市町村の区域における障害者等の数及びその障害の状況を勘案して

作成されなければならない。 

５ 市町村は、当該市町村の区域における障害者等の心身の状況、その置かれている環境その他の事

情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村障害福祉計画を作成するよう努めるも

のとする。 

６ 市町村障害福祉計画は、児童福祉法第三十三条の二十第一項に規定する市町村障害児福祉計画と

一体のものとして作成することができる。 

７ 市町村障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第三項に規定する市町村障害者計画、社会福祉法

第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規定による計画であって障害者等の

福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

８ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民の意見

を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

９ 市町村は、第八十九条の三第一項に規定する協議会(以下この項及び第八十九条第七項において

「協議会」という。)を設置したときは、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとする場合に

おいて、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めなければならない。 

１０ 障害者基本法第三十六条第四項の合議制の機関を設置する市町村は、市町村障害福祉計画を定

め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該機関の意見を聴かなければならない。 

１１ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、第二項に規定する事項

について、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。 

１２ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道府県知事

に提出しなければならない。 

第八十八条の二 市町村は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項(市町村障害福祉計画に同条第三

項各号に掲げる事項を定める場合にあっては、当該各号に掲げる事項を含む。)について、調査、分

析及び評価を行い、必要があると認めるときは、当該市町村障害福祉計画を変更することその他の

必要な措置を講ずるものとする。 

 (都道府県障害福祉計画) 

第八十九条 都道府県は、基本指針に即して、市町村障害福祉計画の達成に資するため、各市町村を

通ずる広域的な見地から、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑

な実施に関する計画(以下「都道府県障害福祉計画」という。)を定めるものとする。 

２ 都道府県障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に関する事項 

二 当該都道府県が定める区域ごとに当該区域における各年度の指定障害福祉サービス、指定地域

相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な量の見込み 
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三 各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数 

四 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

３ 都道府県障害福祉計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項について定め

るよう努めるものとする。 

一 前項第二号の区域ごとの指定障害福祉サービス又は指定地域相談支援の種類ごとの必要な見込

量の確保のための方策 

二 前項第二号の区域ごとの指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援に従

事する者の確保又は資質の向上のために講ずる措置に関する事項 

三 指定障害者支援施設の施設障害福祉サービスの質の向上のために講ずる措置に関する事項 

四 前項第二号の区域ごとの指定障害福祉サービス又は指定地域相談支援及び同項第四号 の地域

生活支援事業の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関、公共職業安定所その他の職業リハビ

リテーションの措置を実施する機関その他の関係機関との連携に関する事項 

４ 都道府県障害福祉計画は、児童福祉法第三十三条の二十二第一項に規定する都道府県障害児福祉

計画と一体のものとして作成することができる。 

５ 都道府県障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第二項に規定する都道府県障害者計画、社会福

祉法第百八条第一項に規定する都道府県地域福祉支援計画その他の法律の規定による計画であって

障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

６ 都道府県障害福祉計画は、医療法(昭和二十三年法律第二百五号)第三十条の四第一項に規定する

医療計画と相まって、精神科病院に入院している精神障害者の退院の促進に資するものでなければ

ならない。 

７ 都道府県は、協議会を設置したときは、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとする場

合において、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めなければならない。 

８ 都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、障害者

基本法第三十六条第一項の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

９ 都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを厚生労働大

臣に提出しなければならない。 

第八十九条の二 都道府県は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項(都道府県障害福祉計画に同条

第三項各号に掲げる事項を定める場合にあっては、当該各号に掲げる事項を含む。)について、調査、

分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、当該都道府県障害福祉計画を変更することその

他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

〇児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）抄 

第三十三条の二十 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の

確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画(以下「市町村障害児福

祉計画」という。)を定めるものとする。 

② 市町村障害児福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項 

二 各年度における指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量 

③ 市町村障害児福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項について定め

るよう努めるものとする。 

一 前項第二号の指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量の確保のための

方策 

二 前項第二号の指定通所支援又は指定障害児相談支援の提供体制の確保に係る医療機関、教育機

関その他の関係機関との連携に関する事項 

④ 市町村障害児福祉計画は、当該市町村の区域における障害児の数及びその障害の状況を勘案して

作成されなければならない。 
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⑤ 市町村は、当該市町村の区域における障害児の心身の状況、その置かれている環境その他の事情

を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村障害児福祉計画を作成するよう努めるも

のとする。 

⑥ 市町村障害児福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十

八条第一項に規定する市町村障害福祉計画と一体のものとして作成することができる。 

⑦ 市町村障害児福祉計画は、障害者基本法(昭和四十五年法律第八十四号)第十一条第三項 に規定

する市町村障害者計画、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の

規定による計画であつて障害児の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければ

ならない。 

⑧ 市町村は、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民の意

見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

⑨ 市町村は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十九条の三第一項

に規定する協議会を設置したときは、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更しようとする場合に

おいて、あらかじめ、当該協議会の意見を聴くよう努めなければならない。 

⑩ 障害者基本法第三十六条第四項の合議制の機関を設置する市町村は、市町村障害児福祉計画を定

め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該機関の意見を聴かなければならない。 

⑪ 市町村は、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、第二項に規定する事項

について、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。 

⑫ 市町村は、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道府県知事

に提出しなければならない。 

第三十三条の二十一 市町村は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項(市町村障害児福祉計画に同

条第三項各号に掲げる事項を定める場合にあつては、当該各号に掲げる事項を含む。)について、調

査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、当該市町村障害児福祉計画を変更すること

その他の必要な措置を講ずるものとする。 

第三十三条の二十二 都道府県は、基本指針に即して、市町村障害児福祉計画の達成に資するため、

各市町村を通ずる広域的な見地から、障害児通所支援等の提供体制の確保その他障害児通所支援等

の円滑な実施に関する計画(以下「都道府県障害児福祉計画」という。)を定めるものとする。 

２～８ （略） 

 

〇草津市附属機関設置条例（平成２５年草津市条例第３号）抄 

(趣旨) 

第 1 条 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号。以下「法」という。)第 138 条の 4第 3 項に規定する附

属機関および地方公営企業法(昭和 27 年法律第 292 号)第 14 条に規定する組織として設置する附属

機関(以下これらを「附属機関」という。)の設置等については、法律もしくはこれに基づく政令ま

たは他の条例に定めるもののほか、この条例に定めるところによる。 

(附属機関の設置およびその担任する事務) 

第 2 条 市は、市長の附属機関として別表第 1 の名称の欄に掲げる機関を置き、その担任する事務を

同表の担任事務の欄に掲げるとおり定める。 

２～４ （略） 

(組織) 

第 3 条 附属機関の委員の定数は、別表第 1、別表第 2、別表第 3および別表第 4の定数の欄に掲げる

とおりとする。 

2 附属機関が担任する事務のうち、特定または専門の事項について調査審議等をするため、当該附属

機関の委員で構成する分科会、部会その他これらに類する組織を当該附属機関に置くことができる。 

(委任) 

第 4 条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項は、当該附属機関の

属する執行機関および管理者が定める。 
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別表第 1(第 2 条第 1項、第 3条第 1項関係) 

 

 

〇草津市附属機関運営規則（平成２５年草津市規則第３５号） 抄 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、草津市附属機関設置条例(平成 25 年草津市条例第 3号。以下「条例」という。)

別表第 1 に掲げる市長の附属機関(別に定めるものを除く。以下「附属機関」という。)の運営に関

し必要な事項を定めるものとする。 

(委員) 

第 2 条 附属機関の委員は、別表第 1 の委員資格者の欄に掲げる者のうちから市長が委嘱し、または

任命する。 

(任期) 

第 3 条 附属機関の委員の任期は、2 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

2 別表第 2に掲げる附属機関の委員の任期は、前項本文の規定にかかわらず、それぞれ同表の任期

の欄に掲げるとおりとする。 

(委員長等) 

第 4 条 附属機関に委員長および副委員長を置く。 

2 前項の規定は、委員長の名称に会長その他これに類する名称を、副委員長の名称に副会長その他

これに類する名称を用いることを妨げるものではない。 

3 委員長(会長その他これに類する名称である場合を含む。以下同じ。)および副委員長(副会長そ

の他これに類する名称である場合を含む。以下同じ)は、委員の互選によりこれを定める。 

4 委員長は、附属機関を代表し、会務を総理する。 

5 副委員長は、委員長に事故があるときまたは委員長が欠けたときは、その職務を代理する。 

6 委員長および副委員長にともに事故があるときまたは委員長および副委員長がともに欠けたと

きは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

7 別表第 3に掲げる附属機関の委員長および副委員長は、第 3項の規定にかかわらず、それぞれ同

表の委員長および副委員長の欄に掲げる者をもって充てる。 

(附属機関の会議) 

第 5 条 附属機関の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長、副委員長および前条第 5 項により

指名された委員の全てが不在の場合は、市長が招集する。 

2 委員長は、会議の議長となる。 

(定足数および議決の方法) 

第 6 条 附属機関の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

2 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 

名称 担任事務 定数 

草津市障害者施策推進審議 障害者基本法(昭和45年法律第84号)に定める

市町村障害者計画、障害者に関する施策の総合

的かつ計画的な推進および実施状況の監視、障

害者に関する施策の推進について必要な関係

行政機関相互の連絡調整を要する事項、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律(平成 17 年法律第 123 号)に定める

市町村障害福祉計画ならびに児童福祉法に定

める市町村障害児福祉計画に関し必要な事項

についての調査審議に関する事務 

１５人以内 
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3 前 2 項の規定にかかわらず、別表第 4に掲げる附属機関の定足数および議決の方法は、それぞれ

同表の定足数および議決の方法の欄に掲げるとおりとする。 

(関係人の出席等) 

第 7 条 附属機関は、必要と認めたときは、その議事に関し専門的知識を持つ者または関係人を出席

させ、説明または意見を聴くことができる。 

(守秘義務) 

第 8 条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

(分科会等) 

第 9 条 条例第 3 条第 2項の規定により、別表第 5 に掲げる附属機関に、それぞれ分科会等の欄に掲

げる分科会、部会その他これらに類する組織(以下「分科会等」という。)を置き、担任事務の欄に

掲げる事務を所掌させる。 

(庶務) 

第 10 条 別表第 1に掲げる附属機関の庶務は、同表の所属の欄に掲げる所属がこれを行う。 

(その他) 

第 11 条 この規則に定めるもののほか附属機関の運営に関し必要な事項は、委員長が附属機関に諮っ

てこれを定める。 

 

別表第２（第３条第２項関係） 

附属機関の名称 任期 

草津市障害者施策推進審議会 ３年 

児童福祉法 


